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第１章 はじめに 

 

 知的障害を有する犯罪者の実態や処遇については，元衆議院議員の山本譲司氏が，御自

身の経験を基にした著書「獄窓記」，「累犯障害者」等で，刑事施設に在所している知的障

害を有する受刑者の実情を紹介されたことなどを契機に，その存在がクローズアップされ

ることとなった。その後，平成 18 年度から 20 年度にかけて，社会福祉法人南高愛隣会理

事長（当時）の田島良昭氏を研究代表として，厚生労働科学研究「罪を犯した障がい者の

地域生活支援に関する研究」が実施された。この研究は，山本譲司氏のほか，中央大学法

学部教授（当時）の藤本哲也氏や，矯正，更生保護，社会福祉の各分野の実務家及び研究

者が一堂に会した大規模な研究である。藤本哲也氏の研究グループでは「わが国の矯正施

設における知的障害者の実態調査と諸外国の文献調査」というテーマで研究が行われ，こ

の中で，全国 15 庁の刑務所に収容されている受刑者のうち知的障害者又は知的障害が疑わ

れる者，全国の少年院に収容されている知的障害者又は知的障害者に準じた処遇を必要と

する者に関する特別調査が実施された。そして，その調査結果に基づいて，法務省・厚生

労働省に対して，「社会生活支援センター（仮称）の設置」等の政策提言がされた。 

また，平成 21 年度から 23 年度にかけて，田島良昭氏を研究代表として，厚生労働科学

研究「触法・被疑者となった高齢・障害者への支援の研究」が実施され，同研究では，「障

害者・高齢者を対象にした『司法』と『福祉』が連携した刑事政策の必要性」，具体的には，

「刑事手続の早い段階で司法手続を回避（ダイバージョン）する，障害者・高齢者を対象

にした『第三の刑事政策』が求められる」などの政策提言が盛り込まれた（田島ら 2013）。 

平成 21 年４月から，全国の矯正施設及び保護観察所では，厚生労働省により各都道府

県に整備された地域生活定着支援センターと連携し，高齢又は障害を有し，かつ，適当な

帰住先がない受刑者について，釈放後速やかに，適当な介護，医療等の福祉サービスを受

けることができるようにするため特別調整（上記受刑者に対する矯正施設の長による保護

及び保護観察所の長による生活環境の調整についての特別の手続をいう。）を行っている。

検察庁では，知的障害の疑いのある被疑者等福祉的支援を必要とする者について，再犯防

止・社会復帰支援の観点から福祉的対応の可否を検討し，これを処分や裁判で求刑する際

の判断材料とする新しい取組が試行されている。 

知的障害を有する犯罪者に対する効果的な処遇の在り方を検討するには，その実態に関

するデータに基づくことが必要であるが，前述の厚生労働科学研究におけるサンプル調査

結果があるにとどまり，知的障害を有する犯罪者に関する全国的な大規模調査は実施され

ていない。そこで，当部では，知的障害を有する犯罪者のうち，本テーマに関して初めに

注目されることとなった刑事施設を対象とし，知的障害を有する受刑者の実態と処遇に関

して，研究を行うこととした。 
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第２章 知的障害受刑者に関する特別調査 

 

第１節 調査の目的及び方法 

 

１ はじめに 

 －我が国の刑事施設入所者の中に，知的障害を有する者がどの程度いるのか？－ この

疑問に対して，例えば厚生労働科学研究報告書（2009）では，受刑者の知能指数に関する

「矯正統計年報」データを基に，「IQ69 以下の者が 22.8％」と指摘している。一方で，法

務省矯正局公表資料（2007）によれば，平成 18 年 10 月 31 日の時点で，全国 15 庁の刑務

所に収容されている受刑者 27,024 人のうち，知的障害者又は知的障害が疑われる者は 410

人であり，その比率は 1.5％となる。 

このように，依拠するデータにより，知的障害を有する受刑者の比率に大きなかい離が

見られる。前者では，矯正統計年報の「新受刑者の知能指数（相当値）」データを基にして

おり，IQ70 未満の受刑者を知的障害（の疑いのある）者ととらえると，その数は全入所受

刑者の２～３割に及ぶこととなる。受刑者の知能に関する検査は，財団法人矯正協会作成

の CAPAS（Correctional Association Psychological Assessment Series）（巻末資料１－

１参照）を用いて実施されているが，「矯正統計年報の知能指数の統計は，あくまでも IQ

相当値であること，知的障害は知能指数以外の要素も合わせて判定されるものであること

から，IQ 相当値のみをもって知的障害者数を把握することは正確ではない。」（椿 2008）。

このような理由から，平成 25 年に発刊された「平成 24 年矯正統計年報Ⅰ」では，CAPAS

の検査値による統計について，「知能指数（相当値）」から「能力検査値」と名称が変更さ

れている。一方，法務省矯正局公表資料では，対象となる施設を限定したサンプル調査で

あり，かつ知的障害者が相当数受刑していることが想定される医療刑務所が調査対象外と

なっていることから，この調査をもって，我が国の刑事施設全体の知的障害者等の比率を

示したものとは言い難い（＊1）。 

また，知的障害を有する受刑者の特徴等に関する先行研究としては，例えば，下田ら

（2012）は，ある男子刑務所入所受刑者のうち，知的障害又はその疑いとされた受刑者と

それ以外の受刑者各 90 人の特徴を比較調査した。その結果，知的障害又はその疑いとされ

                            
（＊1） この調査では，比較的規模が大きな 15 庁を調査対象としており，その内訳は，Ａ指標の

者を収容する施設が４庁，Ｂ指標の者を収容する施設が 11 庁で，医療刑務所は含まれず，

また男子受刑者のみを調査対象としている。平成 18 年における受刑者の一日平均収容人員

が６万 9,301 人（矯正統計年報による。）であったことから，全受刑者の約 40％を対象とし

たサンプル調査となる。そのため，「今回の調査はサンプル調査であり，上記の比率はいず

れも刑事施設における知的障害者全体についての傾向を表すものではありません。」とただ

し書きが付されている。 
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本報告書は，大きく三つのパートから構成される。第一は，各刑事施設を対象とする知

的障害を有する受刑者に対する処遇概況に関する調査（処遇概況等調査），第二は，知的障

害を有する受刑者を対象とする実態に関する調査（知的障害受刑者調査）である。第三は，

海外における取組として，英国及びニュージーランドにおける知的障害を有する犯罪者に

関する先進的な取組を紹介する。 
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